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元
自
衛
官
が
語
る
安
倍
首
相
の
ウ
ソ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

な
す
ま
ど
か 

６
月
14
日
付
、
赤
旗
日
曜
版
に
は
、
５
名
の
元
自
衛
隊
員
の
方
が
、

隊
員
時
の
自
ら
の
経
験
や
体
験
を
語
る
と
同
時
に
、
安
倍
政
権
が
成

立
を
狙
う
「
戦
争
法
案
」
の
ウ
ソ
を
鋭
く
指
摘
し
て
い
ま
す
。「
安
倍

首
相
は
、
米
軍
へ
の
『
後
方
支
援
』
と
い
い
、
前
線
と
切
り
離
し
て

い
か
に
も
後
ろ
だ
か
ら
と
い
う
よ
う
に
宣
伝
し
て
い
ま
す
。
と
ん
で

も
な
い
ま
や
か
し
で
す
」
と
元
陸
自
の
牧
正
明
さ
ん
は
語
り
ま
す
。 

ま
た
、「
政
府
は
『
弾
が
飛
ん
で
き
た
ら
活
動
を
や
め
る
』
と
い
う
、

そ
ん
な
こ
と
を
言
明
し
た
ら
か
え
っ
て
い
の
一
番
に
狙
わ
れ
ま
す
。

安
倍
さ
ん
は
国
内
議
論
を
乗
り
切
る
た
め
に
絵
空
事
を
唱
え
、
そ
の

こ
と
が
さ
ら
に
自
衛
官
を
危
険
に
さ
ら
し
て
い
る
」
と
語
る
の
は
元

陸
自
の
泥
憲
和
さ
ん
で
す
。 

先
の
憲
法
調
査
会
で
、
自
ら
推
薦
し
た
憲
法
学
者
か
ら
も
違
憲
と

烙
印
を
押
さ
れ
、
血
眼
に
な
っ
て
合
憲
と
の
立
場
を
と
る
学
者
を
探

す
安
倍
政
権
。
合
憲
と
の
学
者
が
わ
ず
か
し
か
い
な
い
こ
と
が
分
か

る
と
、
今
度
は
違
憲
か
合
憲
か
を
決
め
る
の
は
学
者
で
は
な
い
と
、

全
く
筋
違
い
の
砂
川
事
件
判
決
を
持
ち
出
す
。
あ
げ
く
の
果
て
に
は
、

「
現
在
の
憲
法
を
ど
う
こ
の
法
案
に
適
応
さ
せ
て
い
け
ば
い
い
の

か
」
な
ど
立
憲
主
義
を
覆
す
発
言
が
大
臣
か
ら
飛
び
出
す
な
ど
、
も

は
や
、
こ
の
法
案
を
説
明
す
る
根
拠
が
な
い
こ
と
が
は
っ
き
り
と
し

て
き
ま
し
た
。 

元
陸
自
の
湯
本
知
文
さ
ん
は
、「
武
力
に
よ
っ
て
世
界
平
和
を
構
築

す
る
こ
と
は
絶
対
に
不
可
能
で
す
」
と
き
っ
ぱ
り
断
言
。
い
ま
こ
そ
、

戦
争
立
法
廃
案
の
大
き
な
世
論
を
広
げ
る
時
で
す
。 

マイナンバーは、赤ちゃんから

お年寄りまで住民登録をしてい

る人全員に生涯変えられない原

則の番号を付け、その人の納税や

社会保障給付などの情報を、国が

管理し行政手続きなどで活用す

マイナンバーのそもそもの目的

は、「国民の利便性向上」ではあり

ません。国が、国民の所得・資産を

効率的に掌握し、徴税を強化すると

同時に、「過剰な社会保障給付」を

受けていないかなどをチェックす

るためです。また、年金情報の流出

 ６月議会には、安倍政権が進めているマイナンバー導入に向け、制度

に対応するためのシステム最適化経費や通知カード・個人番号カードの

発行手数料を定める条例案が提案されました。 

る仕組みです。今年１０月に市

区町村から簡易書留で番号を通

知するカードが住民に届けら

れ、来年１月から一部運用を開

始する計画です。 

が大きな社会問題となるなかで、

マイナンバーで管理する情報に

口座番号なども適用できるよう

検討が進められています。監視の

強化、個人情報の流出の危険性な

ど、深刻な内容を含んだマイナン

バー導入は中止をすべきです。 

 ６月議会には、介護保険料について、第一段階（生

活保護受給者、年金受給者で本人と世帯全員が非課税

の方など）の保険料を、３４２００円から３０７８０

円へと軽減するための条例が提案されています。負担

軽減への取り組みは一程度、評価できますが、原資は

低所得者ほど負担割合が重い消費税増税によるもの

です。生活破壊の消費税頼みの軽減ではなく、市独自

の減免制度などさらなる拡充が求められます。 

※ そのほか、予算では、障がい者の日常生活等支援のための相談支援業務

の委託経費、ラグビーワールドカップ開催に向けた経費、金峰山の遊歩

道整備経費などが提案されました。 



 
 
 
 
 
 4 月に出された厚生労働省の通知

に基づき、本年 7月 1日より、生活

保護の住宅扶助が減額となります。 
熊本市の場合は、2 人世帯の限度

額が月 3400 円減額です。現在の保

護受給中で、これまでの限度額

40,400 円で住宅に入居している人

は、大家さん・不動産屋と交渉し家

賃を減額してもらうか、限度額を超

えた分を負担する、あるいは転居し

なければならない事態にもなります。 
 
 
 県下の自治体は、今回の住宅扶助

限度額の見直しによって、住宅扶助

額が引き上げられます。（別表の通り） 
同じ条件の物件ならば、熊本市内の

家賃の方が、市外よりも高いので、

実態に逆行する 
状況になってし 
まいます。 
 
 
 
 

 
 
 
 

＜1カ月の家賃の上限額＞ 

【現行】 
1人世帯 2人以上の世帯 
31,100円 40,400円 
      ⇓ 
【7月以降】（円） 
1人 2人 3～5人 6人 7人以上 

31,100 37,000 40,400 44,000 49,000 

＊但し、経過措置があり、今年 6月

末日で住宅扶助を受けている世帯は、

2016 年 6 月末日までの 1 年間に限

り、現行の住宅扶助が適用されます。 
 
 
生活保護世帯の最低居住面積水準達

成率は単身世帯 46％、2人以上世帯

67％と一般世帯と比べて 2 割から 3
割も低くなっており、住宅扶助の基

準が低いために、劣悪な住環境での

生活を余儀なくされている場合も少

なくありません。住宅扶助基準は、

熊本市でも引き上げるべきです。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生活保護の住宅扶助削減はやめて！ 
日本共産党市議会だより 2015年 6月 21日号（№952） 

7 月から家賃等の限度額が引き下げられ、減額となります 

2人世帯・月 3,400円の減額 

県下自治体 1 人世帯 2 人世帯 3～5 人世帯 6 人世帯 7 人以上 

（2 級地） 35,000 円 42,000 円 46,000 円 49,000 円 55,000 円 

（3 級地） 33,000 円 40,000 円 43,000 円 46,000 円 51,000 円 

 

 

 

県下の自治体より低い基準は、住宅家賃の現状に合いません！ 

「熊本市公共交通協議会」が開かれました 

                 （報告：上野みえこ）   
「熊本市公共交通協議会」は、学識経験者・市議会議員・公共交通事業

者・行政機関・公募委員等によって構成され、「公共交通の維持・充実」

を図ることを目的に、公共交通のネットワーク・利用促進・空白地域へ

の対応など、利便性の高い公共交通の実現のために必要な事項を協議す

る場です。 
  今年度最初の会となった 6月 15日の協議会では、メンバー交代があ

ったので、これまでの協議内容が報告され、今後の協議の方向とスケジ

ュール等が話し合われました。 
 協議会は、3部会「基幹公共交通部会」「バス路線網再編部会」「コミュ

ニティ交通部会」に分かれています。（上野は「基幹公共交通部会」に参加） 
 それぞれの部会で話し合っていることは、以下のとおりです。 
 【基幹公共交通部会】 

１、 昨年度までの主な取り組み・・・嘉島町のクレアから熊本交通

センターまでの急行バス運行の社会実験 
２、 今後は、バス路線網再編部会と連携しながら、「地域公共交通

網形成計画」を策定し、基幹軸に沿った乗換・利便性の向上、

そのための各公共交通機関の役割などを検討していきます。 
 【バス路線網再編部会】 
   ゾーンバスシステム導入や都市バスの将来像、「地域公共交通網形

成計画」策定などについて協議していきます。 
 【コミュニティ交通部会】 
   区役所へのアクセス確保や交通不便地域解消を目的に、「ゆうゆう

バス」の取り組み等について協議していきます。 
 ＊「交通系 ICカード」の導入と、「TO熊カード」の今後の取り扱いに

ついても報告がありました。（TO熊カードは、2016 年 3 月末で利用終了） 
 
 

 

 


